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経緯（福島事故以前）

• １９９１年 「高レベル放射性廃棄物処分研究開発の技術報告書」
（JAEA 第１次とりまとめ）

• １９９８年 「高レベル放射性廃棄物処分に向けての基本的考え方に
ついて」（処分懇報告書）

• １９９９年 JAEA第２次とりまとめ
• ２０００年 「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」（最終

処分法）成立 （６月）
原子力発電環境整備機構（NUMO）設立。事業開始

• ２００１年 深地層研究の開始 （１０月）
• ２００２年 「最終処分施設の設置可能性を調査する区域」の公募開始
• ２００５年 原子力政策大綱の閣議決定（原子力の便益を享受した現世代は、これ

に伴い発生した放射性廃棄物の安全な処理・処分への取り組みに全力尽くす責務

を未来世代に対して有している）



経緯（福島事故以降）

• ２０１１年 東京電力 福島第１原子力発電所事故発生
• ２０１２年 日本学術会議が原子力委員会からの審議依頼に回答

・科学・技術的能力の限界の認識
原子力委員会が「今後の高レベル放射性廃棄物地層処分に
係る取り組みについて（見解）」を発表

• ２０１３年 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会
原子力小委員会の下に、専門の作業部会を設置

• ２０１５年 最終処分基本方針の改定
「可逆性・回収可能性の担保」、「国が科学的有望地を提示する」

• ２０１７年 「科学的特性マップ」公表
• ２０１８年 「包括的技術報告書」公表



原子力政策学（神田本）出版時点の状況

• 原子力政策学 ２００９年１１月２５日 京都大学学術出版会

編者：神田啓治、中込良廣

• 第８章 放射性廃棄物の処分（社会的受容に向けての技術開発、

制度設計のあり方） 執筆者：坂本修一氏

• HLW処分の法律の整備、実施主体の設立など制度的側面は整備さ

れた。

• ２００７年１月高知県東洋町の町長が文献調査受け入れの応募した

が反対派の活動が活発化、応募は撤回された。

社会的受容性の向上を図るためのアプローチについて考察する



原子力政策学（神田本） 第８章の内容
• 「処分技術に関する社会適合性向上を誘導する枠組み」を、ISO１４０００の考え方に基づき提案

• カナダの先駆的事例（環境アセスメント審査プロセス「EARP」）を紹介

• 処分地選定を巡る制度的課題

「処分懇報告書」に示されている処分地選定手続きにおける公正さの要件と具体策

１）透明性の確保 ・・・ 選定プロセスの明確化、情報公開

２）中立性・客観性の確保 ・・・ 国・地域レベルでの検討・調整の機能

３）地域社会の意見の反映 ・・・ 関係自治体や関係住民の意見の反映の仕組み

• 処分地選定活動の主要要素である

＊ 地質環境の適正評価

＊ 処分施設立地を受け入れやすいものとするための環境づくり

（地域間の公平確保の観点から）

についての課題を、上記３項目の公正さの要件毎に論じている。



原子力政策学（神田本） 第８章の内容
地質環境の適正評価に関する課題

透明性の確保

・処分地選定プロセスの３段階の調査で、選定要件への判断に用いられたデータおよび基準、判断に伴う不確実性の内容

を具体的にできるだけ非専門家にも理解可能な形で示すこと

・整備機構や国は情報公開の要求に対して誠意をもって対応すること

中立性・客観性の確保

・選定結果に対して、第三者機関（例えば学会）あるいは安全規制を担当する原子力安全委員会がチェックする仕組み

が必要

・技術的安全性より社会的要因への配慮が優先されるといった疑念が生じる可能性を極力排除するために、公募の前に全
国を対

象として徹底した文献調査を行い、できる限り不適切な地質環境を有する地域を早い段階で特定し除外する

地域社会の意見の反映

・双方向のコミュニケーションを通じて技術課題に対する地域住民の問題意識を効果的に引き出す

・意思決定への住民参加の形態については、「実施者と地域住民との共同意思決定」が有効（委員会を設置）



原子力政策学（神田本） 第８章の内容
処分施設立地を受け入れやすいものとするための環境づくりに関する課題

（地域間の公平確保の観点から）

①リスクに対する受忍がもたらす負の影響を可能な限り低減するための措置

＊徹底した文献調査により不適切な地域の特定・除外をする選定アプローチは、地域住民のリスク認知の緩和の観点か

らも支持されるべき

＊地域の側が独立して処分システムに関する安全評価を実施または検証すること及び処分実施に対する監視を行うこと

について、整備機構や国が全面的支援を行う

②リスクの受忍による負の影響を相殺して地域社会に処分施設立地前よりも高い生活水準がもたらさ

れるための措置

＊地域住民の生活水準の向上をもたらす地域共生方策の役割は重要で、そのあり方については、「地域の主体性を尊

重する」、「地域の自立的発展に貢献するために地域の特性、ビジョンに応じた多様な形態を検討する」ことを提案し

ている。 （処分懇報告書の内容を紹介）

①の取り組みが十分に行われていると認知されなければ②の取り組みが効果を発揮しない可能性があることから、

これらの取り組みは、地域住民の受け止め方を第一とする視点から総合的に企画、推進することが重要である。



最終処分基本方針の改定（２０１５年）のポイント
（１）現世代の責任と将来世代の選択可能性

・廃棄物を発生させてきた現世代の責任として将来世代に負担を先送りしないよう、地層処分に向けた対策を確実に進める。

・基本的に可逆性・回収可能性を担保し、将来世代が最良の処分方法を選択可能にする。幅広い選択肢を確保するため代替オ

プションを含めた技術 開発等を進める。

（２）全国的な国民理解、地域理解の醸成

・最終処分事業の実現に貢献する地域に対する敬意や感謝の念や社会としての利益還元の必要性が広く国民に共有されること

が重要。

・国から全国の地方自治体に対する情報提供を緊密に行い、丁寧な対話を重ねる。

（３）国が前面に立った取組

・国が科学的により適性が高いと考えられる地域（科学的有望地）を提示するとともに、理解活動の状況等を踏まえ、調査等への理解

と協力について、関係地方自治体に申入れを行う。

（４）事業に貢献する地域に対する支援

・地域の主体的な合意形成に向け、多様な住民が参画する「対話の場」の設置及び活動を支援する。

・地域の持続的発展に資する総合的な支援措置を検討し講じていく。

（５）推進体制の改善等

・事業主体であるＮＵＭＯ（原子力発電環境整備機構）の体制を強化する。

・信頼性確保のために、原子力委員会の関与を明確化し、継続的な評価を実施する。原子力規制委員会は、調査の進捗に応じ、安全

確保上の考慮事項を順次提示する。

・使用済燃料の貯蔵能力の拡大を進める。





国及び実施機関（ＮＵＭＯ）の取り組み

１）「科学的特性マップ」を国が公表（２０１７年７月）

ＮＵＭＯはこれを機会に、各地で資源エネ庁と共催で最終処分についての対話型説明会を実施

２）包括的技術報告書をＮＵＭＯが公表（２０１８年１１月）

ＮＵＭＯがどのように安全な地層処分を実現しようとしているのかを説明したもの

（セーフティケース）

①どのようにして適切な地質環境を選ぶのか

②どのようにして安全性に余裕を持たせた処分場を設計し、どのような技術を用いて処分施設の

建設や廃棄物の埋設を行うのか

③どのようにして処分場を閉鎖するまでの建設・操業中、および処分場を閉鎖した以降の数万年

以上の将来に対する安全性（放射性物質が人間に有意な影響を及ぼすリスクは十分小さい

こと）を確認するのか

④技術的検討の品質管理、次世代への知識継承、人材育成・確保、技術開発の継続などの事業

のマネジメントをどのように実施するのか

＊日本原子力学会および国際機関にレビューを依頼。



ＨＬＷ地層処分問題に係わる考察（１）
技術的側面

１）世界各国とも高レベル放射性廃棄物の最終処分は地層処分を選択しており、技術的な判断は

共通している。

２）深地層処分の数十万年後の安全評価の不確実性に対する懸念があるが、現在の科学技術水

準と専門家を信頼するべきではないか？

３）まずは2000年の最終処分法に従って、深地層処分を実施する方向で、立地を進める必要があ

る。長期に亘って立地が決まらなければ、使用済み燃料あるいはガラス固化体の乾式地上保管

を継続せざるを得ない。

４）世代間の公平性、すなわち将来世代（数十万年先）のオプション選択の余地（可逆性・回収可能

性）を残す必要があるのではないか？

５）可逆性・回収可能性は、それらのタイミングを失しないように、技術的実現性、社会的受容性、経

済性の評価から判断すべきである。

６）合理的な処分施設の設計に資するため、群分離・消滅処理などの研究・技術開発も必要である。





ＨＬＷ地層処分問題に係わる考察（２）
社会的側面

１）国が前面に立って地方自治体に文献調査の申し入れをするなど、国の積極的な関与は妥当。

但し、国の説明責任と信頼性が前提。実施機関（ＮＵＭＯ）の説明責任と信頼性も重要。

２）社会的受容性を上げていくための方策がより重要

①社会的合意形成を得るためのリスクコミュニケーションのあり方は？

・専門家、地域住民（一般市民）、実施機関との対話形式の有効なタイプ（方法、形式）は？

（例：早稲田大学 松岡俊二氏らの研究、「欠如モデル」、「文脈モデル」、「社会的受容モデル」）

・合意形成の場の形成が必要（フランスの地域情報委員会のようなもの）

②地域間の公平性 （神田本 第８章 参照）

・リスクに対する受忍がもたらす負の影響を可能な限り低減するための措置

・リスクの受忍による負の影響を相殺して地域社会に処分施設立地前よりも高い生活水準が

もたらされるための措置

③市場的要因、すなわち政策選択における経済性や費用負担の配分についての議論も必要

その他

福島事故後、放射性廃棄物の処理、処分の課題が山積してきている。（次ページ参照）

これらへの積極的・具体的な取り組みが、深地層処分の進展に影響を与えることになる。



福島事故後の放射性廃棄物の処理・処分にかかわる課題

• 福島第一原子力発電所（特定原子力施設）の燃料デブリの処理・処分

燃料デブリの把握、取り出し技術の開発段階であり、貯蔵・処分について

は未決定

• 福島第一原子力発電所事故に伴い発生した放射性廃棄物の処理・処分

処理水、がれき、使用済み燃料、解体廃棄物など多種類、大量の廃棄物

• 福島事故後、国内における多数の廃炉に伴い発生する解体廃棄物及び

使用済み燃料の処理・処分

• もんじゅの廃炉に伴い発生する解体廃棄物及び使用済み燃料処理・処分



参考

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 放射性廃棄物ワーキング・

グループ （第３５回会合）において、今後の取り組み強化について議論

されているので、以下に紹介する。



総合資源エネルギー調査会放射性廃棄物WG資料抜粋



総合資源エネルギー調査会放射性廃棄物WG資料抜粋



総合資源エネルギー調査会放射性廃棄物WG資料抜粋



総合資源エネルギー調査会放射性廃棄物WG資料抜粋



総合資源エネルギー調査会放射性廃棄物WG資料抜粋


